
                             教 職 第 ６ － ２ 号  
                             平 成 ３ ０ 年 ４ 月 ３ 日  
 
 関係市町村教育委員会教育長 
 関 係 市 町 村 立 学 校 長 
 
                        埼玉県教育局教育総務部教職員課長  
                                 （公印省略） 

 
給与関係規程について（通知） 

 
 下記の給与関係通知等について通知します。 

 

記 

 

１ 教職員課通知 

 ⑴ 「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について 

 ⑵ 「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について 

 

２ 人事委員会通知 

  「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 

 

３ その他 

 ⑴ 時間外勤務手当の手当額算定の基礎となる勤務１時間あたりの給与額の算定方法 

    について 

 

          （給料月額 ＋ 給料月額 × 10.0／100 ）× 12月       

   （52［週］×38.75※１［時間］）－（年間の休日の日数※２×7.75※１［時間］） 

 

※１ 再任用短時間勤務職員・任期付短時間勤務職員については、38.75時間→週当

たり勤務時間、7.75時間→週当たり勤務時間÷５となります。 

  ※２ 平成30年度は、16日(124時間）となります。 

 

⑵ 平成30年度における交通用具使用者（併用者を含む。）に係る通勤手当の月額の算 

 定方法について 

    2,000円＋（認定距離［km・端数切捨］－2km）×加算額※ 

  ※ 平成30年度は、550円となります。（平成29年度：500円） 

 

 

 

 

 

 

 

様  



＜通知改正の概要＞  改正通知の施行期日は全て、平成３０年４月１日 

１ 教職員課通知 

 ⑴ 「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について 

   平成２９年１２月の条例改正における扶養手当の経過措置について、配偶者が無い 

  ことによる加算措置が終了したため、様式を改めるもの。 

 ⑵ 「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について 

   平成２９年１２月の条例改正における扶養手当の経過措置について、配偶者が無い 

  ことによる加算措置が終了したため、関連規定を改めるもの。併せて、表及び文言の 

  整備を行う。 

 

２ 人事委員会通知 

 「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 

   地方公務員法の規定による懲戒処分を受けた者等について、それぞれ勤勉手当の成

績率から減じる率を改めるもの。 

 



                         教 職 第 １ １ ９ ４ 号 

                         平成３０年３月３０日 

 

 各市町村教育委員会教育長 

 各 市 町 村 立 学 校 長     

 各 県 立 学 校 長      

 各 課 所 館 長 

 

   

 

埼玉県教育委員会教育長 

                                                        （公印省略）  

 

 

「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について（通知） 

 

「扶養手当認定事務の取扱いについて」（昭和６１年６月６日付け教高第４５０ 

号）の一部を下記のとおり改正し、平成３０年４月１日から適用することとした

ので、通知します。 

記 

 様式第１及び第２を次のように改める。 

様  



 
 

 

 

 

 

 

(任命権者又はその委任を受けた者)様 

勤務公署名  

職 名  氏 名 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     扶養親族に関する記入欄（ただし、届出の理由３に該当する場合は朱書すること） 
 

扶 養 親 族 の  

氏     名 
続柄 生年月日 

同居・別居の別 

（別居の場合は住所） 

所 得 の 年 額 届出事実 

の 発 生 

年 月 日 

届 出 の 

事 由 
所得の種類 金 額 

        

        

        

        

        

        

 
     記入上の注意 

    1 「続柄」欄には、職員との続柄（心身に著しい障害がある者として届け出る場合は、その旨）を記入する。 

    2 「同居・別居の別」欄には、職員と同居している場合はその旨を記入し、職員と別居している場合はその住所を市区町村名まで 

     記入する。 

    3 「所得の年額」欄には、給与所得、事業所得、不動産所得、年金所得等恒常的な所得がある場合に、これらの種類ごとにその年 

     額（見込額）を記入する。 

    4 「届出の事由」欄には、届出の理由の２又は３に該当する場合にその事由（例えば婚姻、離婚、出生、死亡、満60歳以上等）を 

     それぞれ記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年   月   日 受理   

上記のとおり認定する。 

年   月   日 

 所属長                 印 

取扱者 

認 印 

    

    

様式第１ 

扶 養 親 族 届 
年  月  日提出 

給与条例第９条の規定に基づき次のとおり届け出ます。 

届出の理由〈該当する□にレ印を付すこと〉 

□１ 新たに職員となった 

□２ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある 

□３ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある（子、孫及び弟妹で満22歳の年度末を超えた者を除く） 



様式第２ 

扶 養 手 当 認 定 簿 

 

 
氏  名 

 

 

職員番号 
 

 

     

 

 １ 扶養親族の状況 

扶 養 親 族 

の  氏  名 

続 

 

柄 

生 年 月 日 

（加算開始時期） 

届出提出 

（受 理） 

年月日 

届出事実の 

発生年月日 

届 出 の 

事   由 

支給の 

始期・終期 

（満 22歳年度末） 

 

配 
 

偶 
 

者 

  年  月  日 

   年  月  日 年  月  日    年  月分から 

   年  月  日    年  月  日  年    月分まで 

   年  月  日    年  月  日   年  月分から 

   年  月  日    年  月  日       年    月分まで 

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 記入上の注意 

 １ 「生年月日（加算開始時期）」欄には、加算措置の対象となる子について、加算開始の時期を（  ）内に記入する。 

 ２ 「届出提出（受理）年月日」欄には、届出提出年月日を記入し、その日が届出受理日と異なる場合にあっては、届出受理日を（  ） 

  書で付記する。 

 ３ 「支給の始期・終期（満 22歳年度末）」欄の（  ）内には子・孫・弟妹が満 22歳年度末により支給要件を喪失する時期を記入する。 

 ４ 子・孫・弟妹が満 22歳年度末により支給要件を喪失した場合は、「届出提出（受理）年月日」欄及び「届出事実の発生年月日」欄の記 

  入は要しない。なお、「届出の事由」欄には、「満 22歳年度末」と記入する。 

 

 

 

 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 



 ２ 扶養手当の月額の認定（支給額の改定） 

支給開始（終了）・ 

支 給 額 改 定 時 期 

認 定 扶 養 親 族 数 

扶養手当 

の 月 額 

認定等の 

事  由 

所属の長の認定（確認）欄 

配偶者 
配偶者・子 

以外 

 

 
認定(確認) 

年 月 日 
職名・氏名 認印 

 

     年  月分 から 

 

人 

 

人 人 人 円  

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

 ３ 備考（扶養親族及び扶養手当認定上、特に必要な事項を記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち特定期間 

にある子の数 
子 



 

「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正に関する新旧対照表                            （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の扶養手当の運用について 

 

条例第８条及び規則第２条関係～規則第６条関係 （略） 

 

様式第１ 

 

   学校職員の扶養手当の運用について 

 

条例第８条及び規則第２条関係～規則第６条関係 （略） 

 

様式第１ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年   月   日 受理   

上記のとおり認定する。 

年   月   日 

 所属長                 印 

取扱者 

認 印 

    

    

扶 養 親 族 届 
年  月  日提出 

(任命権者又はその委任を受けた者) 様 

勤務公署名  

職 名 
 

氏 名 印  

 給与条例第９条の規定に基づき次のとおり届け出ます。 

届出の理由  

□１ 新たに職員となった（□配偶者がない） 

□２ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある（□配偶者がない） 

□３ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある  

□４ 配偶者のない職員となった（３に該当する場合を除く）   年  月  日 

□５ 配偶者を有するに至った（２に該当する場合を除く）    年  月  日 

 

届出の理由１～３に該当する場合の記入欄（ただし、３に該当する場合は朱書すること） 

扶 養 親 族 の  

氏     名 
続柄 生年月日 

同居・別居の別 

( 別居の場合は 

住所 ） 

所 得 の 年 額 届出事実 

の 発 生 

年 月 日 

届 出 の 

事 由 
所得の種類 金 額 

        

        

        

        

        

        

 
記入上の注意 

1 「続柄」欄には、職員との続柄（心身に著しい障害がある者として届け出る場合は、その旨）を記入する。 

2 「同居・別居の別」欄には、職員と同居している場合はその旨を記入し、職員と別居している場合はその住所地を市区町村名 

  まで記入する。 

3 「所得の年額」欄には、給与所得、事業所得、不動産所得、年金所得等恒常的な所得がある場合に、これらの種類ごとにその 

  年額（見込額）を記入する。 

4 「届出の事由」欄には、届出の理由の２又は３に該当する場合にその事由（例えば婚姻、離婚、出生、死亡、満60歳以上等） 

  をそれぞれ記入する。 

 
 

 

 

 

 

 

(任命権者又はその委任を受けた者)様 

勤務公署名  

職 名  氏 名 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     扶養親族に関する記入欄（ただし、届出の理由３に該当する場合は朱書すること） 
 

扶 養 親 族 の  

氏     名 
続柄 生年月日 

同居・別居の別 

（別居の場合は住所） 

所 得 の 年 額 届出事実 

の 発 生 

年 月 日 

届 出 の 

事 由 
所得の種類 金 額 

        

        

        

        

        

        

 
     記入上の注意 

    1 「続柄」欄には、職員との続柄（心身に著しい障害がある者として届け出る場合は、その旨）を記入する。 

    2 「同居・別居の別」欄には、職員と同居している場合はその旨を記入し、職員と別居している場合はその住所を市区町村名まで 

     記入する。 

    3 「所得の年額」欄には、給与所得、事業所得、不動産所得、年金所得等恒常的な所得がある場合に、これらの種類ごとにその年 

     額（見込額）を記入する。 

    4 「届出の事由」欄には、届出の理由の２又は３に該当する場合にその事由（例えば婚姻、離婚、出生、死亡、満60歳以上等）を 

     それぞれ記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
年   月   日 受理   

上記のとおり認定する。 

年   月   日 

 所属長                 印 

取扱者 

認 印 

    

    

扶 養 親 族 届 
年  月  日提出 

給与条例第９条の規定に基づき次のとおり届け出ます。 

届出の理由〈該当する□にレ印を付すこと〉 

□１ 新たに職員となった 

□２ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある 

□３ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある



 

新 旧 

様式第２ 

 

 

様式第２ 

 

 

 

 

 

 

扶 養 手 当 認 定 簿 

 

 
氏  名 

 

 

職員番号 
 

 

     

 

 １ 扶養親族の状況 

扶 養 親 族 

の  氏  名 

続 

 

柄 

生 年 月 日 

（加算開始時期） 

届出提出 

（受 理） 

年月日 

届出事実の 

発生年月日 

届 出 の 

事   由 

支給の 

始期・終期 

（満 22 歳年度末） 

 

配 
 

偶 
 

者 

  年  月  日 

   年  月  日 年  月  日    年  月分から 

   年  月  日    年  月  日  年    月分まで 

   年  月  日    年  月  日   年  月分から 

   年  月  日    年  月  日       年    月分まで 

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 ２ 配偶関係の状況（扶養親族届の届出の理由４又は５に該当する場合に記入） 

届 出 提 出 （ 受 理 ） 

年     月      日  

届 出 事 実 の 発 生 

年     月     日 
配   偶   関   係 

年   月   日 年   月   日 □  発  生  ・  □  消  滅 

年   月   日 年   月   日 □  発  生  ・  □  消  滅 

 

 記入上の注意 

 １ 「生年月日（加算開始時期）」欄には、加算措置の対象となる者について、加算開始の時期を（  ）内に記入する。 

 ２ 「届出提出（受理）年月日」欄には、届出提出年月日を記入し、その日が届出受理日と異なる場合にあっては、届出受理日を（  ） 

  書で付記する。 

 ３ 「支給の始期・終期（満 22 歳年度末）」欄の（  ）内には子・孫・弟妹が満 22 歳年度末により支給要件を喪失する時期を記入する。 

 ４ 子・孫・弟妹が満 22 歳年度末により支給要件を喪失した場合は、「届出提出（受理）年月日」欄及び「届出事実の発生年月日」欄の記 

  入は要しない。なお、「届出の事由」欄には、「満 22 歳年度末」と記入する。 

 ５ 「配偶者の有無」欄には、配偶者の有無及び配偶者有の場合における扶養認定の状況について、該当する□にレ印を付する。 

 ６ 「特定期間にある子の数」欄の扶養親族数は、「２人まで」欄及び「その他」欄に記入した扶養親族数の内数となる。 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

 

扶 養 手 当 認 定 簿 

 

 
氏  名 

 

 

職員番号 
 

 

     

 

 １ 扶養親族の状況 

扶 養 親 族 

の  氏  名 

続 

 

柄 

生 年 月 日 

（加算開始時期） 

届出提出 

（受 理） 

年月日 

届出事実の 

発生年月日 

届 出 の 

事   由 

支給の 

始期・終期 

（満 22 歳年度末） 

 

配 
 

偶 
 

者 

  年  月  日 

   年  月  日 年  月  日    年  月分から 

   年  月  日    年  月  日  年    月分まで 

   年  月  日    年  月  日   年  月分から 

   年  月  日    年  月  日       年    月分まで 

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 
    年  月  日 

(    年４月～) 

   年  月  日    年  月  日    年  月分から 

  年  月  日    年  月  日       年    月分まで   

 

 記入上の注意 

 １ 「生年月日（加算開始時期）」欄には、加算措置の対象となる子について、加算開始の時期を（  ）内に記入する。 

 ２ 「届出提出（受理）年月日」欄には、届出提出年月日を記入し、その日が届出受理日と異なる場合にあっては、届出受理日を（  ） 

  書で付記する。 

 ３ 「支給の始期・終期（満 22 歳年度末）」欄の（  ）内には子・孫・弟妹が満 22 歳年度末により支給要件を喪失する時期を記入する。 

 ４ 子・孫・弟妹が満 22 歳年度末により支給要件を喪失した場合は、「届出提出（受理）年月日」欄及び「届出事実の発生年月日」欄の記 

  入は要しない。なお、「届出の事由」欄には、「満 22 歳年度末」と記入する。 

 

 

 

 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 

（  ） （３） 



 

新 旧 

 

 

 

 

  

３ 扶養手当の月額の認定（支給額の改定） 

支給開始（終了）・ 

支 給 額 改 定 時 期 

配 偶 者 

の 有 無 

配偶者以外の認定扶養親族数  
扶養手当 

の 月 額 

認定等の 

事  由 

所属の長の認定（確認）欄 

２ 人 

ま で 
その他 

特定期間に 

ある子の数 

認定(確認) 

年 月 日 
職名・氏名 認印 

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

人 人 人 円  

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

              から 

  年 月分 

              まで 

□有・扶養 

□有・非扶養 

□無 

     

・  ・ 

  

 

 ４ 備考（扶養親族及び扶養手当認定上、特に必要な事項を記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 扶養手当の月額の認定（支給額の改定） 

支給開始（終了）・ 

支 給 額 改 定 時 期 

認 定 扶 養 親 族 数 

扶養手当 

の 月 額 

認定等の 

事  由 

所属の長の認定（確認）欄 

配偶者 
配偶者・子 

以   外 

 

 
認定(確認) 

年 月 日 
職名・氏名 認印 

 

     年  月分 から 

 

人 

 

人 人 人 円  

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

     年  月分 から 

 

      

・  ・ 

  

 

 ３ 備考（扶養親族及び扶養手当認定上、特に必要な事項を記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち特定期間 

にある子の数 
子 



                         教 職 第 １ １ ９ １ 号 

                         平成３０年３月３０日 

 

 各市町村教育委員会教育長 

 各 市 町 村 立 学 校 長     

 各 県 立 学 校 長      

 各 課 所 館 長 

 

   

 

埼玉県教育委員会教育長 

                                                        （公印省略）  

 

 

「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正について（通知） 

 

 「扶養手当認定事務の取扱いについて」（昭和６１年６月２５日付け教高第５３

４号）の一部を下記のとおり改正し、平成３０年４月１日から適用することとし

たので、通知します。  

記 

 別記第４中第５項を削り、第６項を第５項とする。  

 別記第６第１項中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号を第８号とし、  

第１０号を第９号とし、同第２項中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号  

を第７号とし、第９号を第８号とする。  

 別表を次のように改める。  

様  



別 表 

証 明 書 類 一 覧 表 

 扶養親族の範囲等 証   明   書   類 

扶

養

親

族

の

要

件

を

具

備

し

た

場

合

 

⑴ 配 偶 者 

 

 

 

１ 「所得に関する申立書」（様式第３号。以下同じ。） 

２ 「所得証明願」（様式第４号。以下同じ。）、市区町村役場の発行する所得を証

明する書類、又はその他の所得等を証明する書類※１。ただし、離職等による場合は

、その辞令等、離職した日等を証明する書類 

３ 「住民票記載事項証明願」（様式第５号。以下同じ。） 

⑵ 満 22 歳に達す

る日以後の最初の

３月 31 日までの間

にある子 

１ 「所得に関する申立書」（義務教育修了前の者を除く。） 

２ 「所得証明願」、市区町村役場の発行する所得を証明する書類、又はその他の所

得等を証明する書類※１（義務教育修了前の者を除く。）。ただし、離職等による場

合は、その辞令等、離職した日等を証明する書類 

３ 「住民票記載事項証明願」 

４ 職員の配偶者の勤務先等からの「扶養・家族手当等に関する証明書」※２（様式第

７号。以下同じ。） 

⑶ 満 22 歳に達す

る日以後の最初の

３月 31 日までの間

にある弟妹及び孫 

 満 60 歳以上の父

母及び祖父母 

１ 「所得に関する申立書」 

２ 「所得証明願」、市区町村役場の発行する所得を証明する書類、又はその他の所

得等を証明する書類※１。ただし、離職等による場合は、その辞令等、離職した日等

を証明する書類 

３ 「住民票記載事項証明願」 

４ 同居している他の扶養義務者※３の勤務先等からの「扶養・家族手当等に関する証

明書」※２ 

⑷ 条例第８条第

２項第６号に掲げ

る者 

 

 

１ 「所得に関する申立書」 

２ 「所得証明願」、市区町村役場の発行する所得を証明する書類、又はその他の所

得等を証明する書類※１ 

３ 「医師の診断書」 

４ 同居している他の扶養義務者※３の勤務先等からの「扶養・家族手当等に関する証

明書」※２ 

 上記の者と別居

しながら扶養して

いる場合 

１ 上記⑴～⑷までに掲げる書類 

２ 上記⑴～⑷の扶養親族と同居している扶養義務者※３の勤務先等からの「扶養・家

族手当等に関する証明書」※２ 

３ 「仕送りに関する申立書」（様式第８号） 

取
消
の
場
合

 

⑴ 離婚した配偶

者、離縁した養父

母、養子 

「証人証明書」（様式第６号）又はその事実が生じた日を証明する書類（離婚の場合

の離婚受理証明書等） 

⑵ 所得が生じた

被扶養者 

所得を生じるに至った日を証明する書類（就職の場合の辞令等） 

  注１ 証明書類の様式については、市役所等の所定の様式でもよい。 

  注２ 証明書類は写でもよい。 

 注３ 失業給付の受給に関する認定・取消をする場合は、「雇用保険受給資格者証」の写の提出を求める

ものとする。 

 

 ※１ その他の所得等を証明する書類とは、源泉徴収票、確定申告書、年金改定通知書、給与明細書等で、

その者の所得の全てについて証明するもの一式をいう。 

 ※２ その者が埼玉県費支弁職員である場合及びその者が就労していない場合等には、「扶養・家族手当

等に関する証明書」の提出は不要。 

 ※３ 扶養義務者とは、特別の事情がない限り、当該扶養親族の配偶者、父母等の直系血族及び兄弟姉妹

をいう。 

 



 

「扶養手当認定事務の取扱いについて」の一部改正に関する新旧対照表                            （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   扶養手当認定事務の取扱いについて 

 

別記 

第１～第３ （略） 

 

第４ 認定基準 

 １～４ （略） 

 （削る。）計を共にしている場合で、当該職員間に複数の 

  共通の扶養親族がいるときは、当該扶養親族を分割して認定する際に 

  も、当該扶養親族に対する扶養手当の月額は、扶養親族１人につき、 

  次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額(当該扶養親 

  族が条例第８条第４項に規定する特定期間にある子である場合は、当 

  該額に同項に規定する額を加算した額)とする。 

  ⑴ 共通の扶養親族が２人以上いる場合で、職員及び他の職員がいず 

   れも配偶者のない職員であるとき、又はそのいずれか一方が配偶者 

   のない職員であるとき 次に掲げる扶養親族の区分に応じ、それぞ 

   れ次に定める額 

   ア 扶養親族としての子 ８，０００円（そのうちの１人について 

    は１０，０００円） 

   イ 扶養親族としての父母等 ６，５００円（扶養親族としての子 

    がない場合にあつては、そのうちの１人については９，０００円） 

  ⑵ その他の場合 扶養親族としての子については８，０００円、扶 

   養親族としての父母等については６，５００円 

 ５ 別居している者を扶養している場合は、仕送り等、職員が生計の維 

  持者と認められるときに限る。 

 

第５ （略） 

 

第６ 扶養の事実の生じた日等 

 １ 扶養手当の支給の開始及び増額の改定は、次に掲げるそれぞれの事 

  実の生じた日に基づいて行うものとする。なお、「十五日」の起算日は、 

  民法第百四十条の例により事実の生じた日の翌日（その事実が午前○ 

  時に生じたときはその日）とし、十五日目にあたる日が週休日、休日 

  等に該当する場合はその翌日をもつて満了する。 

   扶養手当認定事務の取扱いについて 

 

別記 

第１～第３ （略） 

 

第４ 認定基準 

 １～４ （略） 

 ５ 職員が他の職員と生計を共にしている場合で、当該職員間に複数の 

  共通の扶養親族がいるときは、当該扶養親族を分割して認定する際に 

  も、当該扶養親族に対する扶養手当の月額は、扶養親族１人につき、 

  次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額(当該扶養親 

  族が条例第８条第４項に規定する特定期間にある子である場合は、当 

  該額に同項に規定する額を加算した額)とする。 

  ⑴ 共通の扶養親族が２人以上いる場合で、職員及び他の職員がいず 

   れも配偶者のない職員であるとき、又はそのいずれか一方が配偶者 

   のない職員であるとき 次に掲げる扶養親族の区分に応じ、それぞ 

   れ次に定める額 

   ア 扶養親族としての子 ８，０００円（そのうちの１人について 

    は１０，０００円） 

   イ 扶養親族としての父母等 ６，５００円（扶養親族としての子 

    がない場合にあつては、そのうちの１人については９，０００円） 

  ⑵ その他の場合 扶養親族としての子については８，０００円、扶 

   養親族としての父母等については６，５００円 

 ６ 別居している者を扶養している場合は、仕送り等、職員が生計の維 

  持者と認められるときに限る。 

 

第５ （略） 

 

第６ 扶養の事実の生じた日等 

 １ 扶養手当の支給の開始及び増額の改定は、次に掲げるそれぞれの事 

  実の生じた日に基づいて行うものとする。なお、「十五日」の起算日は、 

  民法第百四十条の例により事実の生じた日の翌日（その事実が午前○ 

  時に生じたときはその日）とし、十五日目にあたる日が週休日、休日 

  等に該当する場合はその翌日をもつて満了する。 



 

新 旧 

   ⑴～⑹ （略） 

  （削る） 

  ⑺ 所得額が規則第二条に掲げる額未満となつた場合 その未満とな 

   つた日  

   ⑻ 失業給付の受給が終了した場合 支給期間終了の日の翌日  

   ⑼ その他の場合 扶養親族届を受理した日  

 二 扶養手当の支給の終了及び減額の改定は、次に掲げるそれぞれの事 

  実の生じた日に基づいて行うものとする。  

  ⑴～⑸ （略） 

  （削る。） 

  ⑹ 所得額が規則第二条に掲げる額以上見込まれる場合 その見込ま 

   れる日 

  ⑺ 失業給付を受給する場合 支給期間開始の日（一か月相当分の受 

   給額が規則第二条に掲げる額の十二分の一以上となる場合） 

  ⑻ その他の場合 その事実の生じた日 

 

第７ （略） 

 

  

   ⑴～⑹ （略） 

  ⑺ 配偶者を欠いた場合 その欠くこととなつた日 

  ⑻ 所得額が規則第二条に掲げる額未満となつた場合 その未満とな 

   つた日  

   ⑼ 失業給付の受給が終了した場合 支給期間終了の日の翌日  

   ⑽ その他の場合 扶養親族届を受理した日  

 二 扶養手当の支給の終了及び減額の改定は、次に掲げるそれぞれの事 

  実の生じた日に基づいて行うものとする。  

  ⑴～⑸ （略） 

  ⑹ 配偶者を有することとなつた場合 その有することとなつた日 

  ⑺ 所得額が規則第二条に掲げる額以上見込まれる場合 その見込ま 

   れる日 

  ⑻ 失業給付を受給する場合 支給期間開始の日（一か月相当分の受 

   給額が規則第二条に掲げる額の十二分の一以上となる場合） 

  ⑼ その他の場合 その事実の生じた日 

 

第７ （略） 

 

 



 

新 旧 

 

 

 



 

 

                                              人 委 第 ７ ４ ７ － ６ 号 

                       平 成３０年３月３０日 

 

 各任命権者 様 

 

 

埼玉県人事委員会委員長 

 

 

「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について(通知) 

 

「勤勉手当の成績率の運用について」（平成１４年３月２９日付け人委第 

１１９９号）の一部を下記のとおり改正したので、平成３０年４月１日以降は、

これによってください。 

 

記 

 

 第１項（１）イ中「１００分の３５」を「１００分の４５」に改め、同項

（１）ロ中「１００分の２５」を「１００分の３５」に改め、同項（１）ハ

及びニ中「１００分の１５」を「１００分の２５」に改め、同項（２）イ中

「１００分の６０」を「１００分の７０」に改め、同項（２）ロ中「１００

分の４０」を「１００分の５０」に改め、同項（２）ハ及びニ中「１００分

の２０」を「１００分の３０」に改める。 

 



 

新旧対照表 

○勤勉手当の成績率の運用について(通知) 

（下線部分は、改正部分） 

新 旧 

基準日以前６箇月以内の期間において、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２９条の規定による懲戒処分を受けた職員及び訓告その他の

矯正措置を受けた職員の成績率は、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞ

れ次に掲げる割合を基本として決定するものとする。 

 

基準日以前６箇月以内の期間において、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２９条の規定による懲戒処分を受けた職員及び訓告その他の

矯正措置を受けた職員の成績率は、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞ

れ次に掲げる割合を基本として決定するものとする。 

 

１ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 

（１）特定幹部職員以外の職員 

イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の４５を減じた割合 

ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の３５を減じた割合 

ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の２５を減じ

た割合 

ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職 

 員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の２５未満を減じた割合 

１ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 

（１）特定幹部職員以外の職員 

イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の３５を減じた割合 

ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の２５を減じた割合 

ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の１５を減じ

た割合 

ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職 

 員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の１５未満を減じた割合 

（２）特定幹部職員 

イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の７０を減じた割合 

ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の５０を減じた割合 

ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の３０を減じ

（２）特定幹部職員 

イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の６０を減じた割合 

ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の４０を減じた割合 

ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の２０を減じ



 

新 旧 

た割合 

ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００

分の３０未満を減じた割合 

た割合 

ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００

分の２０未満を減じた割合 

２ （略） ２ （略） 

  

 


